


 
 

現

費の

地域

に大

てい

ま

との

庭を

 

こ

に基

育て

れる

育、

の子

とと

 

本

（前

施策

輝き

子ど

今

ども

指し

て、

 

最

育て

 

平

 

現代の急速な

の増大や出生

域社会の活力

大きく幅広い

います。 

た、就労環

のつながりの

を取り巻く環

のため、国

基づき、総合

て関連３法」

こととなり

保育の総合

子ども・子育

なります。

本市では、こ

前期計画）」、

策を進めてき

 安心して

ども・子育て

今後、この計

の最善の利

してまいりま

ご理解とご

最後に、本計

て支援会議委

平成２７年２

な少子高齢

生率低下に

力低下など

い影響を与

環境や家族形

の希薄化な

環境も大き

国においては

合的な施策

を制定し

りました。

合的な提供

育て支援の

 

これまで平

平成２２

きましたが

て子育てで

て支援事業

計画に基づ

利益」が実

ます。市民

ご協力をい

計画の策定

委員の皆様

２月 

 

は

齢化の進行は

による労働人

ど、将来的に

与えるものと

形態の変化

などにより、

く変化して

は次世代育

策が講じられ

、平成２７

子ども・子

供」「保育の

充実」を三

成２０年３

年３月策定

が、このたび

できるまち

業計画」を策

づき、関係機

実現される社

の皆様にお

いただきます

定にあたり、

様をはじめ、

じ め

は、社会保障

人口の減少

に日本の社会

と懸念され

化や地域社会

、子どもや家

ています。

育成支援対策

れてきまし

７年４月か

子育て支援

量的拡大・

三つの柱と

３月策定の

定の「同計

び新たな法

嘉麻」の

策定いたし

機関や団体

社会、「子育

おかれまし

すようお願

熱心にご審

、関係者の

 に 

障

少、

会

れ

会

家

 

策推進法（平

したが、平成

ら子ども・

新制度では

・確保、教

し、少子化

「嘉麻市次

計画（後期計

法制度を踏ま

の基本理念を

しました。

体、地域、家

育てしやす

ては、今後

願い申し上げ

審議いただ

の方々に心か

嘉

平成１５年

成２４年８

子育て支援

は「質の高い

育・保育の

化の課題に取

次世代育成支

計画）」によ

まえ、行動

を引き継ぎ

家庭等と連

すいまちづく

後とも計画の

げます。 

だきました嘉

から厚くお

嘉麻市長

年法律第１

月に「子ど

援新制度が

い幼児期の

の質的改善

取り組んで

支援対策行

より子育て

計画の「子

ぎながら、「

連携しなが

くり」の実

の推進に関

嘉麻市子ど

お礼申し上

 赤間 

２０号）

ども・子

が実施さ

の学校教

」「地域

でいくこ

行動計画

て支援の

子どもが

「嘉麻市

ら、「子

実現を目

関しまし

ども・子

げます。 

幸弘 
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１．計

   
 

 

 

第１章 

計画策定の

これまで

おり、平成

及び「児童

この推進

動計画を統

を策定し、

計画を策定

てきました

こうした

て関連３法

的拡大・確

る、子ども

この子ど

保育及び地

子育て支援

ることから

育て支援に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画策

の背景と趣

で、全国的な

成 15 年７月

童福祉法の一

進法に基づき

統合した「嘉

平成 22 年

定し、国の動

た。 

た中、平成 2

法」が成立し

確保、教育

も・子育て支援

ども・子育て

地域子ども

援事業計画を

ら、本市では

に関する各取

 

策定にあ

趣旨 

な少子化の流

月には「次

一部を改正す

き本市では、

嘉麻市次世代

年３月には、

動向を踏まえ

24 年８月に

し、「質の高

・保育の質的

援の新たな

て支援法にお

・子育て支援

を策定するこ

は、「嘉麻市

取り組みを総

1 

あたって

流れを変える

世代育成支

する法律」

、平成 20 年

代育成支援対

、平成 22～

えつつ、計画

に子ども・子

高い幼児期の

的改善」「地

な制度が平成

おいて市町

援事業の提供

こととされ

市子ども・子

総合的に進

て 

るため国は、

支援対策推進

を成立・公

年３月に旧

対策行動計画

～26 年度を

画的に次世代

子育て支援法

の学校教育、

地域の子ども

成 27 年度よ

村は、子ど

供体制の確

ており、また

子育て支援事

めていくこ

第１章

、様々な少子

進法」（以下、

公布しました

１市３町で策

画」（以下、

を計画期間と

代育成支援対

法をはじめ

保育の総合

も・子育て支

より施行され

も・子育て

保等を図る

た、行動計画

事業計画」を

とを目的と

章 計画策定

子化対策を

、「推進法」

た。 

策定してい

「行動計画」

とする行動

対策の取り

めとする「子

合的な提供」

支援の充実

れることとな

て支援給付に

るため、市町

画の計画期

を策定し、

としています

定にあたって

講じてきて

という。）

た市町村行

」という。）

計画の後期

組みを進め

子ども・子育

「保育の量

」を柱とす

なりました。

に係る教育・

町村子ども・

間が終了す

子ども・子

す。 

 

て

行

期

め

育

量

す

 

す

子



第１章 

 

 

２．計

 

 

 

 

 

 

 

３．計

 

H2

　嘉

計画策定に

計画の性格

「嘉麻市

基づく事業

の内容及び

を定めます

■子ども

（市町村子

第六十一条

域子ど

な実施

めるも

計画の期間

本計画は

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※計画期

 

22年度 H23年

嘉麻市次世代育

にあたって 

格・位置づ

市子ども・子

業計画で、教

び実施時期や

す。 

・子育て支援

子ども・子育

条  市町村

も・子育て

に関する計

のとする。

間 

は、平成 27

期間の中間年

年度 H24年度

育成支援対策

づけ 

子育て支援事

教育・保育、

や、子ども・

援法第 61 条

育て支援事業

村は、基本指

支援事業の

計画（以下「

 

7 年度から平

年を目安と

度 H25年度

行動計画（後期

2 

事業計画」は

、及び、地域

・子育て支援

条第１項 

業計画） 

指針に即し

の提供体制の

市町村子ど

平成 31 年

して、必要

H26年度 H

期計画）

は、子ども

域子ども・子

援法に基づく

て、五年を

の確保その他

ども・子育て

度の５年間

に応じて見

H27年度 H28

嘉麻市子

・子育て支援

子育て支援事

く業務の円滑

一期とする

他この法律に

て支援事業計

を計画期間

見直しを行い

8年度 H29年

子ども・子育て支

援法第 61

事業の提供

滑な実施に

る教育・保育

に基づく業務

計画」という

間とします。

います。 

年度 H30年度

支援事業計画

条第１項に

体制の確保

関する内容

育及び地

務の円滑

う。）を定

 

度 H31年度

画

に

保

容
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１．市

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に

流

奈

年

び

添

屏

は

ま

を

第２章 

市の概要 

    

嘉麻市は、

により誕生し

流によって結

奈良時代には

年以上の間そ

びつきをもっ

また、本市

添田町に、西

屏・馬見連峰

はじめとする

ます。面積は

を保護する山

 

子ども

 

平成18年

しました。本

結ばれた地域

は嘉麻郡が成

その領域は引

って現在に至

市は、福岡県

西は桂川町に

峰、南東部は

る河川が南か

は135.18ｋ

山林や河川流

もを取り

年３月27日に

本市を構成す

域で、歴史的

成立し、西暦

引き継がれま

至っています

県のほぼ中央

に、南は朝倉

は戸谷ヶ岳、

から北に流れ

ｋ㎡で、市全

流域に広がる

3 

巻く現

に旧山田市、

する旧１市

的には西暦5

暦1896年

ました。その

す。 

央に位置し、

倉市、東峰村

、熊ヶ畑山な

れ、本市の北

全体の約７割

る生産緑地な

現状 

、旧稲築町

３町は、南

535年（安閑

（明治29年

の後、ひと

、北は飯塚

村にそれぞれ

などの山林

北部及び北

割が森林と

など水と緑が

第２章 

、旧碓井町

部の山林を

閑２年）に１

年）の嘉穂郡

つの日常生

市に、東は

れ接していま

で、そこを

西部に流域

耕作地であ

が豊富な地域

子どもを取

町、旧嘉穂町

を源とする遠

１つの領域

郡発足までの

生活圏として

は田川市、川

ます。南部は

を源とする遠

域平野を形成

あり、多様な

域です。 

取り巻く現状

町の合併

遠賀川本

となり、

の1300

て強い結

川崎町、

は古処・

遠賀川を

成してい

な生態系

状 
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② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもを取

増減率
（％）

対前年

実

増減

実数
（人）

統計データ

人口・世帯

人口・世帯

本市の人

ています。

います。 

児童数の推

本市の児

■ 人口

取り巻く現状

０歳

１～２歳

３～５歳

６～11歳

計

０歳

１～２歳

３～５歳

６～11歳

計

率
）

年比

実績（人）

減率（％）

数
）

タからみた

帯数の状況

帯数の推移 

人口は、昭和

世帯数は、

推移 

児童数（０～

・世帯数の推

状 

平成23年

44,

―

歳

歳

歳 2,

4,

―

歳 ―

歳 ―

歳 ―

―

た現状 

和 55 年以降

、平成 12 年

～11 歳）は

推移 

資料

4 

年度 平成24

001 43,

-

295

628

963

131 2,

017 3,

-

-

-

-

-

実

降減少し、

年以降減少

は、平成 23

料：住民基本台

年度 平成25

,223 42

-1.8

270

603

938

,066 1

,877 3

-8.5

-4.0

-2.6

-3.1

-3.5

績（年度）

平成 22 年

に転じ、平

3 年度以降減

台帳人口（各年

5年度 平成26

,417 41

-1.9

269

585

953

,979 1

,786 3

-0.4

-3.0

1.6

-4.2

-2.3

の国勢調査

平成 22 年で

減少していま

資

年度 4月 1 日現

6年度

1,740

-1.6

282

556

951

1,916

3,705

4.6

-5.2

-0.2

-3.3

-2.2

査で 42,589

で 16,472 戸

 

ます。 

資料：国勢調査

現在） 

9 人となっ

戸となって
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 2,500

2,500

2,500

年齢別人口の

※色つき

2,000

1
1,801

1,931
1

1,52,000

1

1
1,820

1,951
1,3
1,
1

1,52,000

の状況 

きが平成２２年。色

1,0001,500

男

787
860

1,051
980
916

996
1,082

1,121
922

984
,251

1,227
1,135

1,042
794

1,000500

863
1,039

1,101
1,239

1,128
1,221
1,185

930
1,027

,266

32
,278
,263

1,089
660

1,000500

色なし（白色）が

500

平成２２

371
112

29
7

0500

男

平

0
277
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0500
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平

0

0
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が平成１７年。
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８０～８４
８５～８９
９０～９４
９５～９９

１００以上

平成１７年

0

0

（才） 

（才） 

（才）

500

年の比較

年

年

722
8

511
198

4

500 1,

女

8

8
456

114

500 1,

女

第２章 

1,000 1,500

女

2
838
898
939

883
1,003

1,090
1,172

971
1,093

1,412

1

1,49
1,061

,000 1,500

828
904

1,042
1,127

1,217
1,237
1,250

1,003
1,147

1,434

1,444
830

,000 1,500

子どもを取

資

0 2,000

2
1,920

2,053
1,604
1,659
1,642
94

2,000 2,5

4
1,936

2,087
1,640

1,752
1,779

1,741
4

2,000 2,5

取り巻く現状

資料：国勢調査

2,500

500

500

（人） 

（人） 

（人） 

状 

査 
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④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成12

平成17

平成22

子どもを取

嘉麻市

福岡県

年齢３区分

年齢３区

の構成比の

 

福岡県の

方が低くな

 

13.7

12.6

12.1

0%

2年

7年

2年

取り巻く現状

年齢

０～

実数 15～

（人） 65歳

計

０～

構成比 15～

（％） 65歳

計

０～

実数 15～

（人） 65歳

計

０～

構成比 15～

（％） 65歳

計

分別人口の推

区分別では、

の増加が続い

の年齢構成比

なっています

20%

状 

実績

齢階層 平

～14歳

～64歳

歳以上

～14歳

～64歳

歳以上

～14歳

～64歳 3

歳以上

5

～14歳

～64歳

歳以上

推移 

、年少人口

いており、少

比と比較して

す。 

64.

59.3

57.6

40%

０～14歳

6 

平成12年

6,638

29,421

12,240

48,299

13.7

64.9

25.3

100.0

742,740

,393,080

870,290

,006,110

14.8

67.8

17.4

100.0

（０～14 歳

少子高齢化

てみると、年

 

.9

3

60%

15～64歳

平成17年

5,777

27,177

12,880

45,834

12.6

59.3

28.1

100.0

701,195

3,326,610

997,798

5,025,603

14.0

66.2

19.9

100.0

歳）の構成比

が進行して

年少人口構成

% 8

65歳以上

資

平成22

7 5,

7 24,

0 12,

4 42,

6 1

3 5

1 3

0 10

5 684,

0 3,227,

8 1,123,

3 5,035,

0 1

2 6

9 2

0 10

比の減少、老

ています。 

成は、各年次

25.3

28.1

30.3

80%

資料：国勢調査

資料

2年

,156

,520

,910

,586

12.1

57.6

30.3

00.0

,124

,932

,376

,432

13.6

64.1

22.3

00.0

老年人口（6

次とも本市

100%

査 

料：国勢調査 

5 歳以上）

 

の構成比のの



 

人口

児童

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

⑤ 

 
■

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

（人） 

※増減率

対前年

の割合

実数（人

増減率

口

童数 実数
（人）

増減率
（％）

297 

558 

953 

1,918 

平成26年度

実 績

将来児童人

平成2

を用いて

少傾向と

なお、

計が難し

※コーホー

■児童数の推

■児童数の推

率は、

年度比

合 

人）

（％）

０歳

１～２歳

３～５歳

６～11

計

０歳

１～２歳

３～５歳

６～11

計

年齢

259 

560 

903 

1,940 

平成27年度

人口推計 

23年から平

て人口推計を

となります。

この推計に

しいため、加

ート法：過去の

来人口

推計     

推計 

 

実績

平成26年

41,

-

歳

歳

歳 1,

3,

-

歳 -

歳 -

歳 -

-

区分

250 

554 

853 

1,916

度 平成28年

平成26年ま

を行うと下表

この中で、

には、定住促

加味されてい

の年齢別・性別

口を算出する方

     

7 

年度 平成27年度

926 41,2

-1

297 25

558 56

953 90

918 1,94

726 3,66

-12

0

-5

1

-1

推計

24

50

85

6 1,8

年度 平成2

推 計

での住民基

表のようにな

０歳児から

促進策による

いません。

別人口、母親の

方法 

     

資料

度 平成28年度

77 40,810

1.5 -1.

59 250

60 554

03 853

40 1,916

62 3,573

2.8 -3.5

0.4 -1.

5.2 -5.5

1.1 -1.2

1.7 -2.4

42 

05 

54 

884 1

29年度 平成

計

基本台帳人口

なります。結

ら 11 歳児ま

る人口増につ

の年齢階級別出

     

：住民基本台帳

資料：住民

第２章 

度 平成29年度

0 40,211

1 -1.5

0 242

4 505

3 854

6 1,884

3 3,485

5 -3.2

1 -8.8

5 0.1

2 -1.7

4 -2.5

234 

487 

821 

1,844 

成30年度 平

口の実績によ

結果として、

までの児童数

ついて、現段

出生率、出生者

     

帳、推計人口

基本台帳、推

子どもを取

平成30年度 平

39,708

-1.3

234

487

821

1,844

3,386

-3.3

-3.6

-3.9

-2.1

-2.8

226 

471 

804 

1,807 

平成31年度

より、コーホ

、本市の総

数も減少し

段階では増

者の男女比な

（単位：人）

（こども育成課

計人口（こど

取り巻く現状

平成31年度

39,145

-1.4

226

471

804

1,807

3,308

-3.4

-3.3

-2.1

-2.0

-2.3

６～11歳

３～５歳

１～２歳

０歳

ート法（※）

人口は、減

ます。 

加人数の推

どを用いて将

 

課） 

も育成課）

状 

減

推

将
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⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世

子どもを取

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

嘉麻市

福岡県

世帯構成

 

親族世帯

帯数の割合
 

平成 22

核家族でな

す。 

世帯数（戸） 

取り巻く現状

12,946 

10

78

平成12年

親族

市 親族世

核家族

一般世

（Ｂ）

県 親族世

核家族

一般世

（Ｂ）

・子育て世帯

帯数、核家族

合は増加傾向

2 年の核家族

なく、夫婦と

（Ａ） 

状 

0,104 

8.0

年

族世帯数

世帯数（A）

族世帯数（B）

世帯数

／（Ａ）

世帯数（A）

族世帯数（B）

世帯数

／（Ａ）

帯の推移 

族世帯数とも

向にあります

族世帯の割合

とその親との

（Ｂ） 

8 

12,409 

9

79

平成17

核家族世

単位

（戸）

） （戸）

（戸）

（％）

（戸）

） （戸）

（戸）

（％）

も減少傾向に

す。 

合は、81.2

の世帯や三世

,852 

9.4

7年

世帯数

平成12年

12,946

10,104

17,238

78.0

1,321,939

1,103,324

1,906,862

83.5

にありますが

2％で、福岡

世代家族など

11,579 

8

平成22

（Ｂ）／

年 平成17

6 12,4

4 9,8

8 17,0

0 79

9 1,342,4

4 1,135,9

2 1,984,6

5 84

資料：国

が、親族世帯

岡県の 86.3

どが比較的多

9,397 

81.2

2年

（Ａ）

7年 平成

409 11

852 9

022 16

9.4

481 1,347

958 1,163

662 2,106

4.6

国勢調査

帯数に占め

3％より 5.1

多いことが

資料：国勢

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

22年

1,579

9,397

6,404

81.2

7,398

3,436

6,654

86.3

る核家族世

1％少なく、

推察されま

（％） 

調査 

世

ま



 

嘉麻市

福岡県

⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0
（人口千人対

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

項目 単

出生数

出生率 人口

人口

出生数

出生率 人口

人口

ひとり親世

母子世帯

出生の動向

出生数の推

世帯数

平成18年度 平成19年

対比）

292

0

0

0

0

0

0

平成

単位 平成

人

千人対比

人

人

千人対比

人 5,0

父子

母子

合計

世帯 

帯数は平成

向 

推移 

（戸） 

年度 平成20年度

1,848

成12年

父子

成18年度 平成1

298

6.4

46,356 4

45,533 4

9.1

030,311 5,03

平

子世帯数

子世帯数

計

12 年から

平成21年度 平成22年

9 

293

1,

平成17年

実数（戸

子世帯数 母子

19年度 平成20

317

6.9

45,707 45

46,803 46

9.3

30,818 5,031

平成12年

292

1,848

2,140

22 年にか

年度 平成23年度

998

年

戸）

子世帯数

0年度 平成21年

323

7.2

5,003 44,

6,570 46,

9.3

,870 5,038,

平成17年

293

1,998

2,291

実数（戸）

けて増加し

資料：

平成24年度

第２章 

279

2,015

平成22年

年度 平成22年

297 3

6.7 6

544 43,7

255 46,8

9.2 9

574 5,043,4

平成22年

279

2,015

2,294

し、父子世帯

出

で推

成 2

ます

出

低く

国勢調査 

資

資料：国

※

福岡県

嘉麻市

子どもを取

度 平成23年度

00 27

.9 6.

21 42,96

40 46,13

.3 9.

494 5,049,45

帯数は減少し

出生数は、3

推移していま

23 年以降

す。 

出生率は、県

くなっていま

資料：住民基本

国勢調査 

※人口千人対比

に対する率（こ

出生の率）を示

取り巻く現状

度 平成24年度

8 271

5 6.4

6 42,444

0 45,921

1 9.0

7 5,105,427

しています。

300 人前後

ますが、平

減少してい

県平均より、

ます。 

本台帳人口

：人口千人

ここでは、

示します。

状 

 

 

後

平

い
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0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

（３）就

 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

子どもを取

12.6 

10.3 

15～19歳 20

嘉麻市

福岡県

就労状況 

男女別就業

男女別就

塊の世代」

就業率に

ます。福岡

 

女性の年齢

女性の年

高い就業率

30 歳か

30～34 歳

ています。

取り巻く現状

59.1 

59.7 
67

0～24歳 25～2

就業率

就業者数

15歳以上

就業率

就業者数

15歳以上

業率 

就業率の推移

」の退職など

について、男

岡県の就業率

齢別就業率の

年齢別就業率

率を示してい

から 39 歳に

歳までの差

 ※女性

代前

状 

66.3 60

7.8 66.8 

29歳 30～34歳

男性

女性

数 男性

女性

上人口 男性

女性

男性

女性

数 男性

女性

上人口 男性

女性

移をみると、

ど、未就業高

男女を比較す

率と比較する

の推移 

率をみると、

います。 

において就業

は 1.0％で

（％） 

（％） 

（人） 

（人） 

（人） 

（人） 

性労働者の年齢階

前半を底とするＭ

10 

0.8 60.6 

67.4 

歳 35～39歳 40

福岡県

平成17年

57.

39.

10,20

8,72

17,84

22,21

63.

43.

1,289,07

1,008,08

2,020,43

2,303,97

、男女とも就

高齢者の増

すると、平成

ると、本市

、25 歳から

業率が下がっ

あり、いわゆ

階層別の労働力率

Ｍ字のカーブを描く

65.2 

68

69.2 
69.

0～44歳 45～4

県 嘉麻市

年 平成22年

2 54

3 38

01 9,1

29 7,9

42 16,7

5 20,7

8 61

8 43

73 1,248,8

81 1,013,8

37 2,023,5

71 2,327,7

就業率は減少

加等が影響

成 22 年で

の方が男女

ら 54 歳にい

っていますが

ゆるＭ字カ

資料：国勢調

（15歳以上人口に

くことから、女性労

8.6 66.3 

8 
68.7

9歳 50～54歳

年

4.7

8.3

35

943

01

29

.7

3.6

868

854

510

98

少傾向にあ

響していると

男性の方が

女とも低くな

いたるまで、

が、減少幅は

ーブ※は福岡

調査 

資

占める労働力人口

労働者の働き方を

57.4 

7 

57.7 

55～59歳 60～

あります。い

と推察されま

が 16.4％多

なっています

、60％を超

は少なく 25

岡県より緩

資料：平成 22 年

口の割合）をグラフ

をＭ字カーブといい

42.1 

42.1 

～64歳

わゆる「団

ます。 

くなってい

す。 

超えており、

5～29 歳と

やかになっ

年国勢調査 

フに表すと、30 歳

います。 

団

い

と



 

（４）教
 

① 

 

 

 
 

教育・保育

保育所（園

公立、私

的にみると
 

■保育所

 保

公
立 

嘉穂

碓井

鴨生

山野

どん

私
立 

めぐ

恵大

栄保

なつ

みど

あか

明見

一本

■保育所

区分

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

合計

０～２歳

３～５歳

保育所（園

定員

育施設の状

園）の利用児

私立ともに、

と保育所（園

（園）の利用

保育所（園）

穂保育所 

井保育所 

生保育所 

野保育所 

んぐり保育所 

計 

ぐみ保育園 

大保育園 

保育園 

つき保育園 

どり保育園 

かり保育園 

見保育園 

本松保育園 

計 

合計 

（園）の利用

分 平成

児 

児 

児 

児 

児 

児 

計 

歳児 

歳児 

園）数 

員 

況 

児童数 

年度により

園）の利用児

用人数（実績

名 平成 2

用人数（実績

成 24 年度 

69

180

211

204

200

199

1,063

460

603

13

1,140

資料

資料：こども

11 

り合計利用児

児童数は増

績）【保育所

24年度 平成

65

89

107

90

79

430

69

114

75

91

100

66

91

27

635

1,063

績）【年齢区分

平成 25 年度

71

167

211

229

211

210

1,099

449

650

13

1,140

料：こども育成

育成課 各年

児童数の増減

加傾向にあ

（園）別】

成 25 年度

65

83

107

107

65

427

66

118

90

94

99

70

104

31

672

1,099

分別】 

（単位

平成 26 年

7

9

0

9 1,

9 4

0

3

0 1,

成課 各年度 4

度 4月 1日現

第２章 

減にばらつ

あります。 

（単位：人）

平成 26 年度 

62 

98 

109 

103 

76 

448 

68 

132 

80 

100 

98 

65 

97 

31 

671 

1,119 

位：人） 

年度

85

179

192

218

232

213

119

456

663

13

150

4 月 1 日現在 

在 

子どもを取

きがありま

 

取り巻く現状

ますが、全体

状 

体
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② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもを取

幼稚園の利

 各園によ

 

■幼稚園の

 

私
立 

長円

西照

大隈

稲築

稲築

碓井

■幼稚園の

区分

３歳児

４歳児

５歳児

合計

幼稚園

定員

※実施中

取り巻く現状

利用児童数 

より増減が異

の在園児数

幼稚園名 

寺日の丸幼稚

寺みのり幼稚

ふたば幼稚園 

幼稚園 

中央幼稚園 

ひかり幼稚園 

合計 

の在園児数

分 平成

児 

児 

児 

計 

園数 

員 

 

中の幼稚園の実

状 

異なりますが

（実績）【幼稚

平成

園 

園 

（実績）【年齢

成 24 年度 

92

88

84

264

4

580

資料：

実績です。 

12 

が、合計児

稚園別】 

成 24 年 平

－

93

－

90

65

16

264

齢区分別】

平成 25 年度

54

108

95

257

4

580

学校基本調査

童数は横ば

平成 25 年 

－

90

－

87

61

19

257

（単位

平成 26 年

4

8

5

7

4

0

資料：学校基

査 各年 5月 1

ばいの傾向と

平成 26 年 

－ 

95 

－ 

84 

59 

26 

264 

位：人） 

年度

85

70

109

264

4

580

基本調査 各年

日現在

となっていま

（単位

備考 

休園中 

 

休園中 

 

 

 

 

年 5 月 1日現在

ます。 

：人） 

在 



 

（５）地

 

①

 

 

②

 

③

 
④

 

 

 

地域子ども

① 地域子育

地域子

地域の子

域の子育

平成２

■地域子

     

嘉麻市地

（鴨生保育

あけみ子

（明見保育

恵大保育

（恵大保育

② 妊婦健康

母子健

（14

平成 2

③ 乳児家庭

市の保

情報の提

平成 2

④ 養育支援

子育て

護者から

平成 2

 
 

も・子育て

育て支援拠点

子育て支援拠

子育て支援を

育て関連情報

２５年度の利

子育て支援拠

        

施設

地域子育て支援

育所内） 

子育て支援セン

育園内） 

育園地域子育て

育園内） 

合計

康診査 

健康手帳交付

回が公費負

25 年度で延

庭全戸訪問事

保健師等が生

提供、養育環

25 年度で実

援訪問事業 

てに対して不

らの相談や指

25 年度で実

支援事業の

点事業 

拠点事業は、

を目的に、親

報の提供、子

利用延べ人数

点事業（実績

       

設 

援センター 

ンター 

て支援センタ

計 

付時に嘉麻市

負担） 

延べ４３３人

事業 

生後４か月ま

環境の把握等

実利用人数は

不安や孤立感

指導、助言等

実利用人数は

13 

の状況 

本市では地

親子の交流の

子育て支援に

数は、年間 5

績） 

      （平

利用

ー 

市妊婦健康診

人が利用して

までの乳児が

等を行います

は、30４人

感等を抱える

等必要な支援

は、41 人と

資料

地域子育て支

の場の提供、

に関する教室

5,６８９人

平成 25 年度

用延べ人数（人

3,35

82

1,50

5,68

診査補助券を

ています。

がいる全家庭

す。 

人となってい

るなどの養育

援を行います

となっていま

料：こども育成

第２章 

支援センター

、子育てに関

室等を行って

となってい

 

度） 

人）

58

22

09

89

を配布してい

庭を訪問し、

います。 

育支援が必要

す。 

ます。 

成課 

子どもを取

ーとして実施

関する相談

ています。

います。 

います。 

、育児に関

要な家庭を

取り巻く現状

施しており、

・援助、地

する相談・

訪問し、保

状 

地

保



第２章 

 

⑤

 

 

 

⑥

 

⑦

 

子どもを取

⑤ 一時預か

幼稚園

は下表の

■幼稚園

西照寺

稲築幼

稲築中

碓井ひ

また、

童を一時

■保育所

保

恵大保

一本松

栄保育

明見保

⑥ 時間外保

時間外保

内の保育所

平成 25

⑦ 病後児保

児童が病

て保育でき

ぐり保育所

平成 25

取り巻く現状

かり事業 

園において、

のようになっ

園の預かり保

   

幼稚園名 

寺みのり幼稚

幼稚園 

中央幼稚園 

ひかり幼稚園 

合計 

、保育所（園

時的に預かる

所（園）の一

   

保育園名 

保育園 

松保育園 

育園 

保育園 

合計 

保育（延長保

保育（延長保

所（１園）で

5 年度の１日

保育事業 

病気の回復期

きない場合、

所内の「嘉麻

5 年度の実績

 

状 

希望する児

っています。

育（実績）

     

実施

園 幼稚

幼稚

幼稚

幼稚

4ヶ

園）において

る一時預か

時預かり保育

     

実施場

保育所

保育所

保育所

保育所

4ヶ所

保育）事業

保育）事業は

で実施してい

日あたり利用

期等で集団保

、専用施設で

麻市病後児保

績は、１年間

14 

児童を教育時

 

     

施場所 年間

稚園 

稚園 

稚園 

稚園 

ヶ所 

て、一時的に

り事業の利

育（実績）

     

場所 年間

（園） 

（園） 

（園） 

（園） 

所 

は、通常保育

います。 

用実人数は

保育が困難

で一時的に預

保育室にこ

間の延べ人

時間終了後に

  （平成

間延利用児童数

1

1

に家庭での保

利用は、下表

  （平成

間延利用児童数

育の開所時間

平均３人と

な時期に、保

預かり保育

にこルーム

数が 70 人

資料：こど

に保育する預

成 25 年度） 

数（人）

1,298 

3,373 

1,694 

1,338 

7,703 

保育が困難

表のようにな

成 25 年度） 

数（人）

403 

195 

200 

82 

880 

間を超えて保

なっていま

保護者が就労

を行う事業

ム」で実施し

人となってい

ども育成課 

預かり保育

となる場合

なっています

保育を行う

ます。 

労等により

業です。本市

しています。

います。 

事業の利用

合などに、児

す。 

事業で、市

家庭におい

市では、どん

 

用

児

市

い

ん



 

⑧

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 放課後児

保護者が

６年生）に

 

■放課後児

嘉穂第１学

千手学童保

宮野学童保

足白学童保

嘉穂第２学

碓井学童保

稲築西学童

稲築東学童

下山田学童

上山田学童

 

児童健全事業

が就業又は疾

に、遊び場や

児童健全事業

平成 25 年

学童保育所 

保育所 

保育所 

保育所 

学童保育所 

保育所 

童保育所 

童保育所 

童保育所 

童保育所 

合計 

 

業 

疾病等によ

や生活の場を

業（実績）

年 

60

50

22

10

39

73

146

120

46

93

659

15 

り、放課後自

を提供し、

（各年 4月

 

0

嘉穂
0

2

0

9 嘉穂

3 碓井

6 稲築

0 稲築

6 下山

3 上山

9

自宅で保育で

児童の健全

月 1日現在入

平成 2

穂学童保育所

穂第２学童保育

井学童保育所

築西学童保育所

築東学童保育所

田学童保育所

田学童保育所

合計 

資料

第２章 

できない家

全な育成を図

入所児童数（人

26 年 

育所 

所 

所 

所 

所 

料：こども育成

子どもを取

家庭の小学生

図る事業です

人）） 

135 

36 

74 

149 

134 

37 

79 

644 

成課 

取り巻く現状

生児童（１～

す。 

状 

～
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（６）

 

１）調

用

状

た

 

２）調

① 

  

 

就

小

    

 

② 

  

 

③ 

    

 

④ 

    

 

就

小

 

子どもを取

ニーズ調査

調査の目的

「嘉麻市子

用状況をはじ

状況」及び「

た。 

調査対象と

調査の種類

 小学校就

査の２種類

調査の

就学前児童保護

小学生児童保護

 ※兄弟姉

調査方法 

 幼稚園、

じて配付

た。 

調査期間 

 平成２５

回収状況 

 調査の回

調査の種

就学前児童保護

小学生児童保護

計 

取り巻く現状

査結果の概

的 

子ども・子育

じめ、保護者

「今後の利用

と方法等に

類と調査対象

就学前児童

類の調査票を

の種類 

護者用 

護者用 

姉妹がいる場

、保育所（園

・回収を行い

５年１０月

回収状況につ

種類 

護者用 

護者用 

状 

要 

育て支援事業

者の子ども

用希望」等に

ついて 

象 

（以下「就学

を用いて実施

０歳

小

場合は、種類

園）、小学校

い、それ以外

３０日（水

ついては、

配付数

１，３

１，４

２，７

16 

業計画」を策

・子育てに

について、国

学前児童」）

施しました

対象年齢

歳～小学校入

小学１～６年

類ごとに長子

校に通園等又

外の対象保護

）～１１月

以下のとお

数 

２０件 

４０件 

６０件 

策定するにあ

関する意向

国の基本指針

の保護者用

。調査対象

入学前 

年生 

子を対象とし

又は通学して

護者へは、郵

２０日（水

おりです。

有効回収数

８９

８９８

１，７８９

あたり、子育

等を把握す

針等に基づき

用調査、小学

象については

調査対

１，３

１，４

ています。 

ている対象保

郵送による配

水） 

数 有

１件 ６

８件 ６

９件 ６

育て支援サ

するため、「

き、調査を

学生児童の

は、以下のと

対象数 

３２０人 

４４０人 

保護者へは

配付・回収

有効回収率 

６７．５０％

６２．３６％

６４．８２％

ービスの利

現在の利用

実施しまし

保護者用調

とおりです。

、施設を通

を行いまし

％ 

％ 

％ 

利

用

し

調

 

通

し



 

小学生児童

（人）

（％）

就学前児童

（人）

（％）

３）ニ

 
 
 

 

小

て

就

小

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

0%

0%

■

問１

童(N=898)
回
答
数

熊

畑
小

898

100.0

童(N=891)
回
答
数

熊

畑
小

891

100.0

ニーズ調査

 

 

調査の対象

小学生児童で

ています。 

 
 

就学前児童(N=8

小学生児童(N=8

熊ヶ畑小

碓井小

千手小

0.9

8.0 11

10%

2.4

7.6 1

10%

１．お住

■ 住まいの校

 お住まい

熊
ヶ

畑
小

下
山
田
小

22 68

2.4 7.6

熊
ヶ

畑
小

下
山
田
小

8 71

0.9 8.0

査結果の内容

象になった保

で 22.3％と

891)  ※表中

898) 

下山田小

大隈小

泉河内小

.9

20%

13.1

20%

まいの地

校区 

いの校区とし

上
山
田
小

稲
築
西
小

118 200

13.1 22.3

上
山
田
小

稲
築
西
小

106 233

11.9 26.2

容（抜粋）

保護者につい

となっていま

のＮとは、当該質

小 上山田

牛隈小

小 無回無回答

26.2

30% 40%

22.3

30% 40

地域 

てあてはま

17 

稲
築
東
小

碓
井
小

139 13

15.5 14.

稲
築
東
小

碓
井
小

149 11

16.7 12.

 

いて、「稲築西

ます。続いて

質問項目の回答者全

田小 稲築

小 宮野

回答答

% 50%

15

% 50%

る答えの番号

大
隈
小

牛
隈
小

3 83

8 9.2 5

大
隈
小

牛
隈
小

2 56

6 6.3 7

西小」校区が最

て、「稲築東小

全体の人数（母集

築西小

野小

16.7

60%

5.5

60%

号１つに○を

第２章 子

宮
野
小

足
白
小

51 19

5.7 2.1

宮
野
小

足
白
小

64 18

7.2 2.0

最も多く、就

小」校区、「碓

 

団）のことを表し

稲築東小

足白小

12.6 6

70% 8

14.8

70%

【就学

をつけ、行政

どもを取り巻

足
白
小

千
手
小

12 35

1.3 3.9

足
白
小

千
手
小

11 28

1.2 3.1

就学前児童で

碓井小」校区

します。 

6.3 7.2

2.0

1.2
80% 90%

9.2 5.7

2.1

1.3
80% 90%

前児童・小学

政区をご記入

巻く現状 

泉
河
内
小

無
回
答

4 14

0.4 1.6

泉
河
内
小

無
回
答

3 32

0.3 3.6

で 26.2％、

区となっ

 

3.1

0.3

3.6

% 100%

3

3.9

0.4

1.6

% 100%

学生児童】

入ください。
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（１

 

1

就

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

２

問２

子どもを取

）子どもの

※１ この

幼稚

 

 

 

定期的な教

11.3％です

 

 

就学前児童(N=

２．平日の

■ 定期的な

２ お子さん

ますか。

取り巻く現状

の定期的な

の調査での「

稚園や保育所

教育・保育の

。 

=891)    

就学

の定期的な

な教育・保育の

んは現在、幼稚

「１．」「２．

状 

教育・保育

「定期的な教育

所（園）など

の事業を「利

    

学前児童(N=891

答
数

（人）

（％） 1

な教育・保

の事業の利用

稚園や保育所

」のいずれか

18 

育の事業（

育・保育の事

の事業を指し

利用している

 

 

)
回
答
数

利
用
し
て

い
る

891 781

100.0 87.7

保育の事業

用 

所などの「定

かに○をつけ

※１）の利

事業」とは、

します。 

る」人は 87

利
用
し
て

い
な
い

無
回
答

101

7 11.3

業の利用

定期的な教育

けてください

用 

月単位で定期

7.7％、「利用

 

無
回
答

9

1.0

状況 

育・保育の事

い 。 

期的に利用し

用していない

 

【就学

事業」を利用

している 

い」人は

学前児童】

用されてい



 

（２

 

い

 

 

就

問３

■ 平

２）子どもが

 

 

 

 

 

利用してい

いで「幼稚園

就学前児童(N=7

（人）

（％）

３－１ 問３

市以

期的

平日に利用す

が平日に利

いる教育・保

園」、「幼稚園

781)

回
答
数

幼
稚
園

781 15

- 19

 で「１．利

以外の事業も

的に」利用し

する教育・保育

利用している

保育の事業と

園の預かり保

幼
稚
園
の
預
か
り

保
育

51 34

.3 4.4

利用している

含めて、平日

ている事業の

育の事業 

19 

る教育・保

として、「認可

保育」となっ

 

 

 

 

 

認
可
保
育
所

認
定
こ
ど
も
園

597 6

76.4 0.8

る」に○をつ

日どのような

の番号すべて

保育の事業

可保育所」が

っています。

事
業
所
内
保
育
施

設 そ
の
他
の
認
可
外

の
保
育
施
設

7

0.9

つけた方にう

な事業を利用

てに○をつけ

第２章 子

が 76.4％と

 

そ
の
他
の
認
可
外

居
宅
訪
問
型
保
育

タ

3 0

0.4 0.0

かがいます

用しています

けてください

どもを取り巻

最も多くみ

 

フ
ァ

ミ
リ
ー

・
サ

ポ
ー

ト
・
セ
ン

タ
ー

そ
の
他

0 1

0.0 1.

（複数回答）

【就学

。お子さん

すか。年間を通

い。 

巻く現状 

られ、次

 

0

3

学前児童】

は、嘉麻

通じて「定
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問４

6

定

施

こ

■

子どもを取

 すべての

さんの平

ください

利用には

れていま

 

 

 

 

 

 

 

平日の教育

69.0％と最

定こども園」

施設」（5.7％

「認可保育

こども園」は

 

 ■ 平日に定期

取り巻く現状

方にうかがい

日の教育・保

。あてはまる

、一定の利用

す。 

育・保育の事

も多く、次い

（14.8％）、

％）と続きま

育所」以外は

は多い傾向が

期的に利用し

状 

います。現在

保育の事業と

る番号すべて

用者負担が発

事業として定

いで「幼稚園

、「ファミリ

ます。 

はどれも実際

がみられます

したい教育・

20 

在、利用して

として、「定

てに○をつけ

発生し、認可

 

定期的に利用

園」（32.5％

リー・サポー

際の利用より

す。 

 

保育の事業

ている、利用

定期的に」利

けてください

可保育所・幼

用したい事業

％）、「幼稚園

ート・センタ

りも利用意向

（実際の利用

用していない

用したいと考

い。なお、こ

幼稚園の場合

業については

園の預かり保

ー」（10.8％

向は多く、特

用と利用の意

【就学

いにかかわら

考える事業を

れらすべて

合は、保育料

は、「認可保育

保育」（15.2％

％）、「小規模

に「幼稚園」

向） 

前児童】

ず、お子

をお答え

の事業の

が定めら

育所」が

％）、「認

模な保育

」、「認定



 

 

 

 

（１）

 

就

に

就

小

 

 

 

 

 

 

0%

0%

就学

■ 

問５

３．

育児休業取

 

 

 

 

 

母親の育児

就学前児童で

に離職した人

 

就学前児童(N=2

小学生児童(N=2

育児休業取

職場に復帰

10%

10%

学前児童(N=270
回
答
数

（人）

（％） 1

育児休業取

 問５の（

がいます

ださい。

．育児休

取得後の職場

児休業取得後

で 75.2％、

人が就学前児

270)     

200)     

得後、

した

現

業

20% 3

20% 3

)
回
答
数

育
児
休
業
取
得

後
、

職
場
に
復
帰

し
た

270 203

100.0 75.2

取得後の職場復

（１）または

す。育児休業取

 

休業など職

場復帰（母

後の職場復帰

小学生児童で

児童で 8.5％

   

   

現在も育児休

業中である

75.2

30% 40%

30% 40%

現
在
も
育
児

休
業
中
で
あ
る

育
児
休
業
中
ま
た

は
取
得
後
に
離
職

し
た

32 2

11.9 8.

復帰（母親）

（２）で「

取得後、職場

職場の両立

21 

親） 

帰については

で 89.0％と

％、小学生児

 

育児休業

取得後に

% 50%

89.0 

% 50%

育
児
休
業
中
ま
た

無
回
答

23 12

5 4.4

小

 

２．取得した

場復帰しまし

立支援制度

は、「育児休

となっていま

児童で 6.5％み

中または

離職した

60%

60%

小学生児童(N=20

（人）

（％）

た（取得中で

したか。あて

度 

第２章 子

業取得後、職

ますが、育児休

みられます。

 

無回答無回答

1

70% 80

70% 80

00)
回
答
数

育
児
休
業
取
得

後
、

職
場
に
復
帰

し
た

200 178

100.0 89.0

【就学前

である）」に

てはまる番号

どもを取り巻

職場に復帰

休業中または

。 

11.9 8.5

0% 90%

6.

0% 90%

育
児
休
業
中
ま
た

は
取
得
後
に
離
職

し
た

無
回
答

8 13

0 6.5

前児童、小学

○をつけた方

号１つに○を

巻く現状 

 

した」が

は取得後

 

5 4.4

100%

.5 4.5

100%

無
回
答

9

4.5

学生児童】

方にうか

をつけてく
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（１）

 

労

い

校

 

 

４

問６

■

子どもを取

安心して子

 

 

 

 

安心して子

「子どもの居

（48.4％）、

労と子育てを

いくための保

校等の教育内

 

４．嘉麻市

 安心して

ついて、

■ 安心して子

取り巻く現状

子育てがで

子育てができ

居場所や安

「子どもが犯

を両立しやす

保育サービス

内容、教育環

 

市の子育て

子育てがで

あてはまる番

子育てができ

状 

き、子ども

き、子どもの

全に遊べる

犯罪に巻き込

すい環境づく

ス」（31.4％

環境」（29.0

てサービス

き、子どもが

番号５つまで

、子どもの成

22 

の成長のた

の成長のため

る場づくり」

込まれないた

くり」（35.4

％）、「子ども

0％）が多い

 

 

ス 

がのびのびと

で○をつけて

成長のために

ために充実し

めに充実して

（50.1％）

ための対策」

4％）、「仕事

もの交通安全

い傾向がうか

と育つために

てください。

に充実して欲

して欲しいと

て欲しいと思

、「小児医療

（44.4％）

をしながら安

全対策」（29

がえます。 

に、充実して

 

しいと思うこ

と思うこと 

思うことにつ

療や救急医

が多く、次

安心して子育

.3％）、「幼稚

【小学

てほしいと思

こと（降順）

ついては、

医療体制」

いで「就

育てして

稚園・学

生児童】

うことに

 



 

３．子

て

 

１）質

  全

育

す。

育

こ

供が

 

２）地

  本

場の

く、

こと

  ま

「認

（1

規模

ーズ

 

３）子

  ニ

人や

関す

育

を対

考え

 

４）特

ニ

14.

家庭

の対

れる

の緊

 

 

子ども・子
子どもを

て、次のよ

質の高い教育

全国的な少子

・保育施設

。また、少子

・保育施設に

このようなこ

ができる環境

地域における

本市では、地

の提供を行っ

、また利用希

とから、事業

また、平日の

認可保育所」

15.2％）、「認

模な保育施設

ズの多様化へ

子育てについ

ニーズ調査に

や知人」が多

する相談機関

・保育施設を

対象とした、

えられます。

特別な支援が

ニーズ調査に

5％、「障が

庭や父子家庭

対応も求めら

る支援の内容

緊密な連携に

子育て支援
を取り巻く現

うな課題が

育・保育の提

子高齢化とと

（幼稚園・保

子化の進行に

における集団

ことから、今

境の整備が必

る子育て支援

地域子育て支

ってきました

希望について

業についての

の定期的な教

」が 69.0％

認定こども園

設」（5.7％）

への対応も求

いての相談支

における、子

多くなってい

関等の情報提

を利用する子

妊娠・出産

 

が必要な児童

における、子

いのある子

庭の自立支援

られており、

容も多様化し

によるきめ細

援事業の課
現況やニーズ

が考えられま

提供体制の整

ともに、本市

保育所（園）

により、家庭

団教育・保育

今後も、量的

必要であると

援体制の整備

支援センター

た。ニーズ調

ても、未利用

の周知の充実

教育・保育の

と最も多く

園」（14.8％）

と続いてお

求められてい

支援体制の整

子育てに関す

いる反面、「

提供などの支

子どもの家庭

産期から育児

童と家庭への

子育て支援

どもの発達と

援とともに、

また、児童

していること

細やかな支援

23 

課題 
ズ調査結果な

ます。 

整備 

市の就学前児

）の利用児

庭や地域で他

育の持つ意義

的な教育・保

と考えられま

備と子育て支

ーによる子育

調査における

用者よりも既

実が求められ

の事業での利

、次いで「

）、「ファミリ

おり、従来の

います。 

整備 

する相談先と

相談できる

支援も必要と

庭のみならず

児へと切れ目

の対応 

に望まれる

と成長の支援

障がい児施

童虐待の発生

とから、特別

援が必要と考

などから、子

児童数も減少

童数は全体

他の子どもと

義はますます

保育の提供と

ます。 

支援のニーズ

育て中の保護

る地域子育て

既に利用した

れています。

利用意向につ

幼稚園」（32

リー・サポー

の教育・保育

として、「配偶

人がいない」

と考えられま

ず、在宅の子

のない相談

施策の中で

援」が 6.8％

施策の充実と

生予防や早期

別な支援が必

考えられます

第２章 子

子ども・子育

少傾向で推移

として増加傾

関わる機会が

高まってい

共に、質の高

ズの多様化に

者の仲間づ

支援センター

ことがある方

 

ついて、利用

2.5％）、「幼

ート・センタ

の事業と共に

偶者」、「祖父

」という回答

ます。このよ

育て家庭な

支援を行って

、「ひとり親

％あげられて

して発達障が

発見、早期対

要な児童や家

。 

どもを取り巻

育て支援施策

移しています

傾向で推移

が減少してお

ます。 

高い教育・保

対する取り組

くりや相談が

ーの利用状況

方の利用意向

用したい事業

幼稚園の預か

ター」（10.8％

に、子育て支

父母等の親族

答もあり、子

ようなことか

ど、広く子育

ていくことが

親家庭等の支

います。近年

がい児への支

対応など、必

家庭への各関

巻く現状 

策に関し

すが、教

していま

おり、教

保育の提

組み 

ができる

況は少な

向が高い

業として、

かり保育」

％）、「小

支援のニ

族」、「友

子育てに

から、教

育て家庭

が必要と

支援」が

年は母子

支援など

必要とさ

関係機関
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５）仕

  ニ

９時

１

勤務

児休

知ら

バラ

 

 ※育

子

にな

び企

が免

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもを取

仕事と生活の

ニーズ調査に

時間未満が

１時間未満

務形態の多様

休業の取得が

らないとの回

ランス）につ

育児休業給付

子どもが原則１

なるまで育児休

企業が法定を上

免除になる仕組

取り巻く現状

の調和（ワー

における、平

33.0％と最

（13.8％）と

様化等により

が進んでいな

回答が約４割

ついての情報

付・保険料免

１歳（保育所に

休業給付が支給

上回る期間設け

組み。 

 

状 

ーク・ライフ

平日の定期的

も多く、次い

と、９時間以

り、子どもを

ないことや育

割であるとい

報提供と啓発

免除の両立支

における保育の

給される仕組み

けた育児休業に

24 

フ・バランス

的な教育・保

いで９時間以

以上～１１時

を預ける時間

育児休業給付

いったことか

発が必要であ

支援制度 

の実施が行われ

み、子どもが満

に準ずる措置）

ス）のための

保育の事業の

以上１０時間

時間未満を合

間の長時間化

付・保険料免

から、仕事と

あると考えら

れないなど一定

満３歳になるま

期間について

取り組み 

利用時間につ

間未満（26.0

合わせると約

が伺われます

免除の両立支

生活の調和

れます。 

定の要件を満た

までの育児休業

て健康保険及び

ついて、８時

0％）、１０時

40％となっ

す。また、父

支援制度※をい

（ワーク・

たす場合は１歳

業等（法定の育

び厚生年金保険

時間以上

時間以上

ており、

父親の育

いずれも

ライフ・

歳６ヶ月）

育児休業及

険の保険料



 

第３
 

１．基

 

“
 
 

す

す

下

各

嘉

 

じ

に

う

 

う

安

 

※

 
 

２．基
   本

次の

を推

 

   

 

 

 

 

 

 

 

３章 計

基本理念 

“ 子ども

子どもは家

す。そして、

す。父母その他

下に、家庭、

各々の役割を

嘉麻市の明る

 

また、親自

じて、親とし

に保護者がし

、嘉麻市や

嘉麻市の子

、嘉麻市や

安心して子育

本市は、「嘉

今後も、この

取り組んでい

基本目標 
本市では、先

の５つを基本

推進していき

【基本目標】

１．幼児期

２．地域に

３．安心し

４．支援を

５．職業生

計画の体

もが輝き

家庭の希望で

子どもたち

他の保護者

学校、地域

を果たすとと

るい未来にも

自身は、周囲

して成長して

しっかりと子

や地域社会を

子どもたちひ

や地域社会を

育てできるま

嘉麻市次世代育

の行動計画の

いきます。 

先の「子ど

本的な目標

きます。 

】 

 

期の教育・保

における子育

して子ども

を必要とす

生活と家庭生

体系 

き 安心し

であると共に

ちの明るい未

が子育てに

域、職域その

ともに、相互

も繋がります

囲の様々な支

ていくもので

子どもと向き

を始め社会全

ひとり１人の

を始め社会全

まちづくりを

育成支援対策

の基本理念を引

もが輝き

として「子

保育の充実

育て支援の

を産み育て

る児童や家

生活の両立

25 

して子育

に、社会の希

未来は、子ど

についての第

の他の社会の

互に協力し子

す。 

支援を受けな

であり、こう

き合い、喜び

全体で支援し

の笑顔が輝

全体で力を合

を推進します

策行動計画」

引き継ぎ、嘉

安心して子

子ども・子育

実 

の推進 

てることが

家庭へのき

立の支援 

育てでき

希望であり、

どもたちの健

第一義的責任

のあらゆる分

子どもたちを

ながら、実際

うした「親育

びを感じなが

していく必要

き、子ども

合わせ、子ど

す。 

により子育て

嘉麻市子ども

子育てできる

育て支援新制

できる環境

め細かな取

第

きるまち 

嘉麻市の未

健やかな育ち

任を有すると

分野における

を育てること

際に子育てを

育ち」への支

がら安心して

要があります

もたちの未来

ども・子育て

て支援の施策

・子育て支援

るまち 嘉麻

制度」におけ

境づくり 

取り組みの推

第３章 計画

嘉麻 ”

未来をつくる

ちがあっての

という基本的

る全ての構成

とが、家庭、

を経験するこ

支援により、

て子育てがで

す。 

来が光あふれ

て支援に取

策を進めてき

援事業計画の

麻」を基本理

ける子育て支

推進 

画の体系 

” 

る存在で

のことで

的認識の

成員が、

、地域、

ことを通

男女共

できるよ

れ輝くよ

り組み、

ました。

各事業を

理念に、

支援施策
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３．体
 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．

  

 

２．

  

 

５．

  

  

 

４．

  

３．

 

計画の体系

体系表 

 基 本 

幼児期の教

保育の充実

地域にお

子育て支

職業生活

生活の両立

支援 

支援を必要

児童や家

細かな取

進 

安心して

み育てる

る環境づく

系  

目 標   

教育・ 

実 

ける 

援の推進 

と家庭 

立の 

要とする 

家庭へのきめ

り組みの推

子どもを産

ことができ

くり 

    

め

推

産

き

26 

    

子ども・子

 

     

子ども・子

（１）幼

（３）幼

供

（２）子

技

策

１）

２）

３）

（３）職

ら

雇

（１）産

る

（４）子

え

（２）地

充

子育て支援事

施 策 の

子育て支援の

幼児期の教育

幼児期の教育

供及び推進に

子どもに関す

技術を要する

策との連携 

児童虐待防

ひとり親家

障がいのあ

施策の充実

職業生活と家

られるように

雇用環境の整

産後の休業

る特定教育・

子どもの心身

えるための取

地域子ども

充実 

事業 

の 柱    

の特定施策 

育・保育の充

育・保育の一

に関する体制

する専門的な

る支援に関す

防止対策 

家庭の自立支援

ある子ども等

実 

家庭生活との

にするため

整備施策との

・育児休業後

・保育施設の

身の健やかな

取り組み 

・子育て支援

        

充実 

一体的提

制の確保 

な知識・

する県施

援 

に対する

の両立が図

に必要な

の連携 

後におけ

の利用 

な成長を支

援事業の
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